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1. はじめに 
 東日本大震災から 40 日程経過した 4 月 22 日に、

ベンチャー企業家でソフトバンクの孫正義社長が、

自然エネルギー財団の設立を発表し、社会企業家と

して行動を開始した（図は記者発表資料から引用）。 
 孫社長は、これまで特に原発に関与してこなかっ

たが、今回 40 年の寿命を迎え老朽化した福島第一原

発での事故に心痛め、安いと言われる原発発電コス

トも実際は、その情報に矛盾がある事を露呈してい

る。この原発震災を受け、代替エネルギーの必要性

を感じ、東日本ソラーベルト構想を提案し、自然エ

ネルギーで発電された電力の買取制度も求めている。

これは、単に一企業家の勇み足ではなく、多くの地

方自治体に話を持ちかけ、例えば埼玉県知事は県内

にメガソーラー建設を進める事で基本合意済である。 

２．背景 
 孫社長は、国内での通信自由化の際に、先陣を切

って事業を開始し、これまで企業家としての成功を

収めて来た。欧米では、電力につき発電・送電・分

電は、政治的規制改革の結果として殆ど自由化され

ている。日本は、周回遅れで、やっと最近になり、

発電・送電の分離を議論し始めた。 
 孫社長は、このグローバルな規制改革と電力自由

化の波がかならず日本にやってくるという判断をし

て、この度の財団設立を提唱したと思われる。企業

家の読みである。 
 具体的には、総額 800 億円程度を、全国 10 か所に

設置計画を検討しているメガソーラー（大規模太陽

光発電所）に投資予定で、大部分がソフトバンクの 
負担で、地方自治体が剤戦負担する予定。例えば、 
埼玉県の場合、総額 80 億円に対し、ソフトバンクが 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  

79 億円、埼玉県が 1 億円出資予定。 
 その他に、孫社長は個人として東日本大震災の復

興資金として 100 億円を寄付する事を表明し、その

4 割程は被災者への義援金・支援金とし近く財団を

設立しそこへ寄付し、残りを日本赤十字、日本ユニ

セフ、そして被災した東北三県や関東 2 県等へ寄付

するとの事である。企業家として、外的要因である

国の再度改革を待つ事なく、困っている人を援助す

るという、ノブリス・オブリージュの思いは称賛に

値する。以下は、筆者の考察である： 
３．国・企業・事業の能力 
 今年 5 月 27 日に管首相は、フランスのG8 サミッ 
トで、日本は 20 年代の早い時期に再生可能エネルギ

ーの割合を 20%を超える水準とする」と表明した。

裏付けが不明確との批判もある様だが、実践されて

いるドイツモデルと比較すると、これでもスピード

が伴っていない。 
 因みに環境先進国ドイツは、

2000 年に原発撤廃を政治決定し

て、その代替エネルギーである太

陽光発電及び風力発電においては、

世界の主導的立場を、急速に構築

した。現在は、2050 年迄に全ての電力を再生可能エ

ネルギーに置換することを政策目標として定めて、

かつこれは技術的にも、経済的にも達成可能として

いる。技術力と政治力の結合結果である。 
この政治目標を達成すべく、電力自由化や買取制

度を導入し、旧東ドイツ地区にソラー・バレーとい

う産業クラスターを形成し、多くのベンチャー企業

が新エネルギー分野で市場形成を担っている。因み

に、シャープは太陽光発電において、国際特許の

65％を保有し当初国際市場を主導したが、2000 年半

ばにドイツのベンチャー企業Qセルズに世界の主導

権を握られ、アメリカと中国のメーカーが急加速し

ている（cf.孫氏図 30）。 
SDP4 で述べた零戦の悲劇と似ていないか？ 

太陽光発電コストは、アメリカではもはや原子力

のそれとほぼ同じにまでなっている（cf.孫氏図 19）。 
 すなわち、自然エネルギーという新たな産業分野

は、エネルギー革命であり、単一企業の努力では限

界があり、それを支える国の骨組みづくりと、時代

に即したビジネスモデルの 3 つの要素が相関して初

めて急速な導入成果が伴って来る。日本は、最近こ

れがかみ合っておらず、世界の成長に乗遅れている。 
 1970 年代の二度にわたる石油危機を見事に乗り

越え、外国から称賛された日本だが、現在は国の制

度が当時に比べかなり疲弊している。日本の場合、

電力の独占、国と大企業の独占とそれによる新規参

入と新たなビジネスモデル構築の阻害要因となって

いる為、これらを孫社長が民主導で打破できるかが

焦点となる。 
４．ついでに 
 6 月 6 日になり、政府は初めて福島第一原発の 1
号機が 3 月 11 日、2 号機と 3 号機が 3 月 14 日にメ

ルトダウンを起こしていたと発表（情報修正も含ま

れる）した。 
 筆者は3月23日に情報の非対称への疑問から情報

発信を始め、このディスカッション・ペーパー

(SDPxx)を書き始めているが、3 月 14 日から 16 日の

間に、原発先進国である英仏独は、東京に在住する

自国民に対し、東京からの非難或いは帰国勧告を本

国外務省を通じ連絡してきた事を報じた。原発の専

門家からしてみれば、原子炉の構造原理とこれまで

の知見から、メルトダウンの可能性を把握し、状況

判断しての結果であったと言える。 
3 カ月近く経過して、この様な発表を政府がする

事は、恐らく世界の原発専門家にとっては、恐らく

嘲笑の対象でしかならない。情けないし、万が一の

対応には手遅れとなる。 
 福島原発震災勃発直後は、想定外と直ちに健康へ

の被害が無い事を政府が繰返し発表していた。放出

が継続している放射性物質の影響についても、楽観

的な報道しか表面化してこない。太平洋戦争時に、

日本は各地で勝ち進んでいたという報道のなかで、8
月 15 日の玉音放送迄、事実を知らされていなかった。

我々は何が出来るか？先ず正しい情報の収集だ。 
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